
① 所得額(Ⅰ)から控除額(Ⅱ)と一律控除(８万円)を引いた控除後の所得額(Ⅲ)を算出する。

② ①で算出された(Ⅲ)の金額を「所得制限限度額表」の金額と比較する。

　　(Ⅲ) ＜ 所得制限限度額の場合 → 児童扶養手当受給世帯と同等の所得水準世帯

　　(Ⅲ) ＞ 所得制限限度額の場合 → 児童扶養手当が受給できない所得水準世帯

所得制限限度額は、所得申告時に申告されている扶養親族等の人数によって異なります。

老人扶養親族または同一生計配偶者（７０歳以上の者）がある場合は該当者１人につき、
１０万円、特定扶養親族・１６歳以上１９歳未満の控除対象扶養親族がある場合は、１人
につき１５万円を所得制限限度額へ加算できます。

例：源泉徴収票の給与所得控除後の金額が２６０万円で医療費控除が６万円、

　　扶養人数が１人の場合

2,600,000円 ー 160,000円 ー 80,000円 ＝ 2,360,000円

（Ⅲ）2,360,000円 ＜ 扶養親族等１人 2,460,000円
→児童扶養手当受給世帯と同等の所得水準世帯である。

所得額(Ⅰ) 控除額(Ⅱ)
下の所得額の合計 下の控除額の合計

児童扶養手当受給世帯と同等の所得水準に係る所得額の算出方法

・先物取引に係る雑所得等

・養育費の８割

・雑損控除

・医療費控除

・小規模企業共済等掛金控除

・配偶者控除

・障害者控除

・勤労学生控除

※給与所得の場合、10万円を控除する

・申告書の所得金額等の合計

・退職所得

・山林所得

・土地等に係る事業所得等

・長期譲渡所得（分離課税）

・短期譲渡所得（分離課税）

・源泉徴収票の給与所得控除後の金額

扶養親族等の数

（税法上の人数）
申請者の所得制限限度額

０人

１人

２人

３人以上

２，０８０，０００円

２，４６０，０００円

２，８４０，０００円

　　　　　１人につき

３８万円ずつ加算


